
平成 26年度 産学官連携担当の今後の展開について 

関西イノベーション推進室（産学官連携担当）

1 国家戦略特区に係る新たな提案募集への対応 

（１）現 状 

国が募集を開始した新たな国家戦略特区への対応方針を意見照会

（２）対応案

○ 照会結果をもとに意見交換（規制改革項目、対応方針）。府県市間での情報共有

○ 広域的な共同提案等を行う場合は、以下のスケジュールで対応

   （７月末～）提案自治体間での提案内容の確認・調整

   （８月中旬）提案内容確定→（８/28）次回連合委員会で確認→（８/29）提案

2 広域的な産学官連携によるイノベーションに関する調査研究 

（１）現 状 

 構成府県市から広域的に取り組むべき課題を募集するとともに、有識者等へのヒヤリ

ングを実施。内容・体制等が具体化したものから順次、調査研究を行う。

（２）対応案

  ○ 課題に応じて参加自治体を募集し、調査研究を実施。必要に応じて民間企業や有識

    者によるセミナー等を開催

○ 内容に応じて国に対する財政支援や制度の創設、規制改革・特区等の提案等を実施

   【主な取り組み課題（例）】※下線の項目について、当面実施予定

・ 国の食品表示方法の変更を踏まえた、農産物及び農産加工品等に関する科学的

知見に基づく関西独自の表示制度の検討

（安全性、産地特定、栄養成分の総合的評価、食味の指標化等）

・ＩＣＴ、ロボット技術による遠隔手術・遠隔医療ネットワークの構築、手術・介

護支援ロボットの開発、介護器具の実用化促進

・ＩＣＴによるオープンデータ化等の推進による関連産業の育成

・国の無線 LAN活用方針の見直しに合わせた公衆Wi-Fiを含む関西広域での ICT 
利用環境の向上、医療・観光・製造現場への展開方策の検討

・国のパーソナルデータ取扱方針の見直しを踏まえた医療・介護・健康データの規

制改革、活用策の検討

・水素エネルギーの普及に向けたインフラ等の基準に関する規制改革の可能性

・ 関西の大学、先端科学施設(SPring-8、SACLA、京等)による関西の産学官研究
推進組織の構築、共同研究開発プロジェクトの検討 

※参考：国家戦略特区提案募集要項【詳細別紙】

［募集期間］7月 18日(金)～8月 29日(金) 
［提案要件］以下のいずれかまたは双方の提案について受付

   ・指定済の 6地域内での実施を予定(想定)した事業の提案
   ・その他の地域において実施を予定(想定)した事業の提案

資料２ 
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